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大安寺  しだれ桜（豊田市）



社会貢献･女の子　A5ヨコ（H148.5mm×W210mm） 1C

豊
田
市
大
野
瀬
町
13

豊
田
市
指
定
天
然
記
念
物
に
も
指
定
さ
れ
た

樹
齢
約
１
８
０
年
の
し
だ
れ
桜
。

ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
た
し
だ
れ
桜
は

ま
さ
に
幻
想
的
で
す
。

愛知県観光協会
公式Instagram
アカウント

@visit_aichi

蒲郡市竹島町

竹島海岸は、毎年県内外から約3万人が訪れるという
人気の潮干狩りスポットです。約400m沖には天然記念物に
指定される竹島があり、景観も素敵です。

潮干狩り
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新年度を迎えるにあたって
　

新
年
度
に
あ
た
り
、
一
言
ご
挨
拶
申
し
上
げ
ま
す
。

　

会
員
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
平
素
よ
り
本
会
の

運
営
に
対
し
ま
し
て
格
別
の
ご
理
解
・
ご
協
力
を
賜
り
ま
し

て
、
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

さ
て
、
政
府
は
、
令
和
７
年
度
の
経
済
見
通
し
を
「
総
合

経
済
対
策
の
効
果
が
下
支
え
と
な
っ
て
、
賃
金
上
昇
が
物
価

上
昇
を
上
回
り
、
個
人
消
費
が
増
加
す
る
と
と
も
に
、
企
業

の
設
備
投
資
も
堅
調
な
動
き
が
継
続
す
る
な
ど
、引
き
続
き
、

民
間
需
要
主
導
の
経
済
成
長
と
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
」

と
し
て
お
り
ま
す
。
昨
年
か
ら
の
、
高
い
水
準
と
な
る
賃
上

げ
や
過
去
最
高
額
を
更
新
し
た
企
業
収
益
、
バ
ブ
ル
期
の
水

準
を
取
り
戻
し
た
日
経
平
均
株
価
な
ど
前
向
き
な
動
き
が
見

ら
れ
る
な
ど
、
成
長
型
経
済
へ
の
転
換
に
期
待
が
高
ま
っ
て

お
り
ま
す
。

　

そ
の
一
方
で
、我
々
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
は
、

引
き
続
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
原
材
料
価
格
の
高
騰
や
賃
金
の
引

上
げ
、
様
々
な
コ
ス
ト
上
昇
分
に
対
す
る
価
格
転
嫁
対
策
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
や
Ｄ
Ｘ
・
Ｇ
Ｘ
の
推
進
、
そ
し
て

人
手
不
足
へ
の
対
応
な
ど
多
く
の
課
題
を
抱
え
て
お
り
、
厳

し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
今
月
か
ら
新
た
に
発
効
さ
れ
た
ア
メ
リ
カ
に
よ
る

自
動
車
関
税
の
税
率
の
引
上
げ
は
、
自
動
車
関
連
産
業
が
集

積
し
て
い
る
当
県
に
お
い
て
、
関
連
企
業
へ
の
影
響
を
危
惧

し
て
い
る
と
こ
ろ
で
ご
ざ
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
中
小
企
業
が
今
後
も
持
続
的
に
成
長
・
発

展
し
て
い
く
た
め
に
は
、
稼
ぐ
力
の
向
上
へ
の
取
組
み
や
諸

課
題
の
解
決
に
積
極
果
敢
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
こ
と
が
必
要

不
可
欠
と
な
り
ま

す
。そ
し
て
、個
々

の
企
業
で
は
解
決
で
き
な
い
諸
課
題
に
対
し
て
は
、
組
合
等

連
携
組
織
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
用
し
、
そ
れ
ぞ
れ
が
持
つ

知
恵
と
力
を
結
集
・
共
有
す
る
こ
と
に
よ
り
、
組
合
員
相
互

の
連
携
を
強
化
し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な

り
ま
す
。

　

本
会
と
い
た
し
ま
し
て
も
、
基
幹
業
務
で
あ
る
巡
回
訪
問

や
窓
口
相
談
業
務
を
き
め
細
か
に
行
い
、
会
員
の
皆
様
に
寄

り
添
っ
た
支
援
を
行
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
新
た
な
活
路
の

開
拓
や
企
業
単
独
で
は
解
決
困
難
な
課
題
の
解
決
に
取
り
組

む
組
合
等
の
支
援
、
団
体
協
約
制
度
を
活
用
し
た
価
格
転
嫁

対
策
、「
技
能
実
習
制
度
」
か
ら
「
育
成
就
労
制
度
」
へ
の

ス
ム
ー
ズ
な
移
行
、
販
路
開
拓
に
資
す
る
展
示
会
へ
の
出

展
、
脱
炭
素
支
援
策
の
活
用
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
・
事
業
継
続
力
強
化

計
画
策
定
に
対
す
る
支
援
な
ど
、
会
員
の
皆
様
の
ニ
ー
ズ
に

即
し
た
事
業
を
積
極
的
に
実
施
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

ま
た
、
中
小
企
業
の
生
産
性
向
上
の
た
め
の
設
備
投
資
を

後
押
し
す
る
「
も
の
づ
く
り
補
助
金
」
や
中
小
企
業
の
人
手

不
足
解
消
に
効
果
が
あ
る
設
備
の
導
入
に
よ
る
省
力
化
や
生

産
性
向
上
を
支
援
す
る「
中
小
企
業
省
力
化
投
資
補
助
事
業
」

の
地
域
事
務
局
業
務
も
行
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　

本
年
度
も
、
組
合
等
連
携
組
織
の
唯
一
の
専
門
支
援
機
関

と
し
て
、
会
員
の
皆
様
の
期
待
に
応
え
る
べ
く
、
役
職
員
一

同
、
一
丸
と
な
っ
て
、
各
種
事
業
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
の
で
、
引
き
続
き
ご
理
解
・
ご
協
力
の
ほ
ど
、
よ
ろ
し
く

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

日　　程 行　事　名 開　催　場　所

令和７年 ６ 月 ５ 日（木）
15：00 ～ 第 70 回 通常総会 名古屋マリオットアソシアホテル

16 階「タワーズボールルーム」

令和７年 10 月 23 日（木）
13：30 ～ 第 74 回 中小企業団体愛知県大会 名古屋マリオットアソシアホテル

16 階「タワーズボールルーム」

令和７年 11 月 12 日（水）
13：00 ～ 第 77 回 中小企業団体全国大会 広島県立総合体育館

（広島県広島市）

令和７年 12 月 11 日（木）
18：00 ～ 組合役職員年末懇親会 ＡＮＡ クラウンプラザホテル

グランコート名古屋5階「ローズルーム」

令和８年 １ 月 14 日（水）
11：30 ～ 新年祝賀会 名古屋マリオットアソシアホテル

16 階「アイリス」

＜令和７年度の主要行事予定＞

新
年
度
ご
挨
拶

新
年
度
を

　
　
迎
え
る
に
あ
た
っ
て

愛
知
県
中
小
企
業
団
体
中
央
会
　
会
長
　
山
口
　
高
広
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　下記の一覧表にて、各届出の提出時の添付書類、提出期限をご確認ください。

提出先 項目 添付書類 提出期限

所管行政庁

決算関係書類
①事業報告書  ②財産目録  ③貸借対照表  ④損益計
算書  ⑤剰余金処分案又は損失処理案  ⑥通常総会又
は総代会議事録

総会又は総代会終了の日か
ら２週間以内

役員変更
①役員名簿  ②変更年月日及び変更理由書  ③総会又
は総代会議事録※ 1 ④理事会議事録

変更のあった日から２週間
以内

定款変更
①定款変更認可申請書  ②変更理由書  ③変更箇所新
旧対照表  ④総会又は総代会議事録  ⑤事業計画書※2

⑥収支予算書※2

変更を決議した総会又は総
代会の後、速やかに

法務局

代表理事の変更登記

①総会又は総代会議事録  ②理事会議事録  ③定款  
④代表理事の就任承諾書  ⑤理事の就任承諾書（代
表理事分）  ⑥委任状※3 ⑦辞任届※4  ⑧死亡届※5 ⑨印
鑑登録証明書※6 ⑩印鑑（改印）届出書※7

新代表理事が就任してから
２週間以内
★代表理事が重任（再任）
の場合も登記は必要

出資の変更登記
①監事の証明書  ②委任状※3 変更があった事業年度の終

了後、４週間以内

名称、地区、公告方
法、事業の変更登記

①総会又は総代会議事録  ②定款変更の認可書  ③委
任状※3

所管行政庁の定款変更認可
書到達の日から２週間以内

主たる事務所移転の
登記（管轄登記所区
域内に移転した場合）

①総会又は総代会議事録※8 ②定款変更の認可書※9 
③理事会議事録  ④委任状※3

移転後、２週間以内

※１ 通常総会又は総代会において、新たに役員を選挙又は選
任した場合は、決算関係書類に総会又は総代会議事録が
添付されているので添付不要

※２事業計画、収支予算に係る変更の場合は必要
※３代理人が申請する場合は必要
※４辞任の場合は必要
※５死亡の場合は必要

※６ 前代表理事が理事若しくは監事として、代表理事を選定
した理事会に出席し、理事会議事録に法務局に提出した
印鑑と同一のものが押されている場合には添付不要

※７再任の場合は不要
※８総会又は総代会の議決を要する場合は必要
※９定款変更があった場合は必要

ご確認ください！中小企業組合の諸手続き一覧

　決算関係書類は、通常総会（総代会）で承認された後、２週間以内に、それぞれの組合の所管行政庁（愛知
県知事など）へ提出することが中小企業等協同組合法（以下「組合法」）により義務づけられています。
　ここでは、決算関係書類の添付書類から「剰余金処分案」と「事業報告書」について説明します。
　剰余金を処分するときは、組合のうち、事業協同組合にあっては、毎事業年度の利益剰余金（当期純利益金
額（前期繰越損失がある場合には、これをてん補した後の金額）。以下同じ）について、組合法及び定款によ
り、次の３種類の処分が定められています。

決算関係書類の提出について

 

  

剰余金処分案 

令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

（単位：円） 

Ⅰ当期未処分剰余金   

1当期純利益金額 2,500,000  

2前期繰越損失金 500,000 2,000,000 

Ⅱ剰余金処分額   

1利益準備金 200,000  

2教育情報費用繰越金 100,000  

3組合積立金   

特別積立金 200,000  

4出資配当金 600,000  

5利用分量配当金   

共同購買事業 300,000 1,400,000 

Ⅲ次期繰越剰余金  600,000 

※なお、出資配当や事業利用分量配当を実施する
組合にあっては、これら３種類の処分額を控除し
た後でなければ配当できない（組合法第５９条） 

▼事業協同組合の場合

◆利益準備金
定款に定める額（通常は出資総額）に達するまで、毎事
業年度の当期純利益金額の 10 分の１以上を積み立てる。

◆特別積立金
毎事業年度の当期純利益金額の 10 分の１以上を積み立て
る。

◆教育情報費用繰越金
教育情報事業の費用に充てるため、毎事業年度の当期純
利益金額の 20 分の１以上を繰り越す。

中央会ニュースクリップ
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　下記は、決算関係書類に添付する「事業報告書」の様式です。
　事業報告書は、通常総会（通常総代会）において、組合の事業年度内における事業活動等を組合員に報告する書
類です。この事業報告書に記載しなければならない事項は、中協法施行規則第 110 条から第 112 条に規定されて
います。

その他ご不明な点等ございましたら、
本会担当職員までお気軽にお問い合わせ
ください。

中央会ニュースクリップ

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

事事    業業    報報    告告    書書  

自  ○ 年 ○ 月 ○ 日 
至  ○ 年 ○ 月 ○ 日 

 

ⅠⅠ  事事業業活活動動のの概概況況にに関関すするる事事項項  

１ 事業年度(末日)における主要な事業内容・当該事業年度における事業の経過及びその成果 
（1）組合及び組合員をめぐる経済・経営状況 
（2）共同事業の実施状況 
２ 増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況 
３ 設備投資の状況 
４ 業務提携等重要事項の概要 
５ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

項 目 前 期 前前期 前前前期 
資産合計 ××× ××× ××× 
純資産合計 ×× ×× ×× 
事業収益合計 ××× ××× ××× 
当期純利益金額 × × × 

６ 対処すべき重要な事項・組合の現況に関する重要な事項 

 

ⅡⅡ  運運営営組組織織のの状状況況にに関関すするる事事項項  

１ 総会の開催状況 
２ 理事会の開催状況 
３ 委員会・部会等の開催状況 
４ 組合員数及び出資口数の増減 

                                   （一口金額  ○○○円） 
 前年度末 増 加 減 少 本年度末 

組合員数 ○名 △名 ×名 ●名 

出資口数 ○○○口 △口 ×口 ●●●口 

出資総額 ○○○円 △円 ×円 ●●●円 

５ 役員に関する事項 
（1）役員の氏名及び職制上の地位及び担当 
（2）兼務役員についての重要な事実 
（3）辞任した役員の氏名 
６ 職員の状況及び業務運営組織図 

 （1）職員の状況 
（2）組織図 

 
 
（3）組合と協力関係にある組合員が構成する組織の概要 
７ 施設の設置状況 
８ 重要な子会社（子法人、関連会社）の状況 
９ 組合の運営組織の状況に関する重要な事項 

 

ⅢⅢ  そそのの他他組組合合のの状状況況にに関関すするる重重要要なな事事項項 

［例］総会―理事会―代表理事―理事 

監  事  事務局 

 

 

事業報告書作成のポイント

◆３つの区分
Ⅰ 事業活動の概況、Ⅱ 運営組織の状況、
Ⅲ その他組合の状況に区分すること。

◆Ⅰについて
１（２） 共同事業の実施状況には、共同購買
事業などの事業内容と経過の概要、事業の
成果を具体的に記載。
３ 設備投資の状況には、組合会館や事務所
などの設備の状況（住所など）を記載。
５ 直前３事業年度の財産及び損益の状況に
は、前年度までの状況を記載（当該事業年
度は含まない）。

◆Ⅱについて
１ 総会の開催状況、２ 理事会の開催状況、
３ 委員会・部会等の開催状況には、当該年
度中に開催した総会等の状況（日時、場所、
内容など）を記載。
４ 組合員数及び出資口数の増減の本年度末
出資総額が貸借対照表の出資金額と相違が
ないか確認。
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内田俊宏の経済トレンド
自
動
車
関
税
に
加
え
て
相
互
関
税
も
適
用
へ

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
、
米
国
の
貿
易
赤
字
や
米
国
内
の
産

業
の
空
洞
化
を
背
景
に
、
大
統
領
権
限
で
、
世
界
各
国
か
ら

の
輸
入
品
に
対
し
、
相
互
関
税
を
発
動
す
る
こ
と
を
決
め

た
。
相
互
関
税
の
税
率
は
、
全
て
の
国
に
か
か
る
10
％
の
基

本
税
率
と
上
乗
せ
税
率
に
分
け
ら
れ
、
為
替
政
策
や
各
種
規

制
な
ど
の
非
関
税
障
壁
も
加
味
し
た
上
で
決
定
し
た
と
し
て

い
る
。

　

日
本
は
非
関
税
障
壁
を
含
め
る
と
、
実
質
的
に
米
国
に

46
％
の
関
税
を
か
け
て
い
る
と
認
定
さ
れ
、
46
％
に
見
合
う

相
互
関
税
率
は
半
分
弱
の
24
％
と
判
断
さ
れ
、
日
本
に
対
し

て
は
24
％
の
追
加
関
税
を
適
用
す
る
と
発
表
し
た
。
日
本
以

外
で
は
、
中
国
の
相
互
関
税
が
34
％
、
Ｅ
Ｕ
は
20
％
と
な
っ

て
お
り
、
そ
の
ほ
か
、
イ
ン
ド
が
26
％
、
ベ
ト
ナ
ム
46
％
、

台
湾
32
％
、
韓
国
25
％
、
タ
イ
36
％
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
32
％
、

マ
レ
ー
シ
ア
24
％
な
ど
と
、
対
米
黒
字
が
多
い
国
や
地
域
ほ

ど
高
い
関
税
率
に
設
定
さ
れ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
、
４
月
３
日
か
ら
、
日
本
車

を
含
む
輸
入
自
動
車
に
対
し
て
、
25
％
の
追
加
関
税
を
発
動

す
る
こ
と
を
発
表
し
て
い
る
。
こ
れ
は
恒
久
的
な
措
置
と
な

る
が
、
乗
用
車
の
関
税
率
は
現
在
の
2.5
％
か
ら
27.5
％
へ
、
ト

ラ
ッ
ク
は
現
在
の
25
％
か
ら
50
％
へ
と
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

今
回
の
自
動
車
関
税
は
、
エ
ン
ジ
ン
や
ト
ラ
ン
ス
ミ
ッ
シ
ョ

ン
な
ど
の
基
幹
部
品
に
も
適
用
さ
れ
る
見
込
み
で
、
そ
こ
に

相
互
関
税
が
上
乗
せ
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

特
に
米
国
自
身
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響

　

ジ
ェ
ト
ロ
・
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
の
試
算
で
は
、
自
動
車

関
税
と
全
世
界
を
対
象
と
し
た
相
互
関
税
に
加
え
、
す
で
に

発
動
さ
れ
て
い
る
中
国
へ
の
20
％
の
追
加
関
税
に
よ
っ
て
、

２
０
２
７
年
の
世
界
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
0.6
％
押
し
下
げ
ら
れ
る
と

い
う
分
析
結
果
が
出
て
い
る
。
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）

の
予
測
で
は
、
27
年
の
世
界
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
127
兆
ド
ル
と
な
る
見

通
し
で
、
単
純
計
算
で
0.6
％
の
７
６
３
０
億
ド
ル（
日
本
円

で
約
112
兆
円
）に
相
当
す
る
額
が
消
失
す
る
計
算
と
な
る
。

　

米
国
第
一
主
義
を
掲
げ
、
関
税
政
策
を
強
化
す
る
米
国
自

身
へ
の
影
響
も
大
き
く
な
る
。
同
試
算
で
は
、
国
・
地
域
別

で
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
が
最
も
大
き
く
な
る
の
が

米
国
自
身
と
い
う
皮
肉
な
結
果
が
出
て
い
る
。
27
年
の
米
Ｇ

Ｄ
Ｐ
は
ト
ラ
ン
プ
関
税
が
発
動
さ
れ
な
か
っ
た
場
合
と
比
べ

て
2.5
％
押
し
下
げ
ら
れ
る
試
算
で
あ
る
。
世
界
各
国
か
ら
の

輸
入
物
価
が
上
昇
す
る
た
め
、
米
企
業
の
収
益
が
圧
迫
さ
れ

る
ほ
か
、
米
国
内
で
の
イ
ン
フ
レ
加
速
に
よ
り
、
家
計
の
負

担
増
を
招
き
、
結
果
的
に
個
人
消
費
が
落
ち
込
む
悪
循
環
に

陥
る
可
能
性
が
高
い
。
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
思
惑
と
は
逆
に
、

米
景
気
が
長
期
低
迷
す
る
リ
ス
ク
が
高
ま
る
だ
ろ
う
。

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
に
は
、
同
盟
国
を
中
心
に
米
国
が
不
利

益
を
被
っ
て
き
た
結
果
が
貿
易
赤
字
に
繋
が
っ
て
い
る
と
い

う
大
前
提
が
あ
る
。
同
盟
国
に
も
屈
し
な
い
「
強
い
米
国
」

を
示
し
、
選
挙
公
約
と
し
て
き
た
ラ
ス
ト
ベ
ル
ト
の
復
活
を

実
現
す
る
た
め
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が
関
税
政
策
で
あ
る
と
信
じ

て
い
る
。
自
動
車
や
自
動
車
部
品
の
輸
入
が
貿

易
赤
字
の
最
大
の
要
因
と
考
え
て
お
り
、
米
国

内
の
雇
用
創
出
や
労
働
者
の
賃
金
上
昇
の
た
め

に
は
、
関
税
政
策
の
強
化
に
よ
り
、
海
外
に
移

転
し
た
自
動
車
の
生
産
工
場
を
米
国
内
に
引
き

戻
す
シ
ナ
リ
オ
し
か
な
い
と
絶
対
視
し
て
い
る

と
み
ら
れ
る
。

東
海
経
済
へ
の
影
響
と
今
後
の
対
応

　

日
本
に
も
相
互
関
税
と
自
動
車
関
税
が
適
用

さ
れ
る
と
、
自
動
車
産
業
が
集
積
す
る
東
海
経

済
へ
の
影
響
は
避
け
ら
れ
な
い
。
国
や
地
域
ご

と
に
細
か
く
相
互
関
税
率
が
設
定
さ
れ
て
お

り
、
実
際
の
影
響
は
関
税
が
発
動
さ
れ
て
数
か

月
経
過
し
な
い
と
測
れ
な
い
面
も
多
い
。
日
本

へ
の
影
響
も
避
け
ら
れ
な
い
が
、
品
目
に
よ
っ

て
は
相
対
的
に
競
争
力
が
高
ま
る
ケ
ー
ス
も
あ

り
、
プ
ラ
ス
の
影
響
が
出
る
産
業
も
あ
る
だ
ろ

う
。

　

た
だ
し
、自
動
車
産
業
へ
の
影
響
は
大
き
く
、

関
連
産
業
の
集
積
が
高
い
愛
知
県
は
、
都
道
府

県
別
に
み
る
と
、
全
国
で
最
も
マ
イ
ナ
ス
の
影

響
が
大
き
く
な
る
可
能
性
が
高
い
。

　

当
面
は
、
ト
ラ
ン
プ
関
税
の
世
界
経
済
へ
の

影
響
を
見
極
め
な
が
ら
、
７
月
に
も
想
定
さ
れ

て
い
る
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
訪
日
に
合
わ
せ

て
、
日
本
側
の
譲
歩
案
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
化
し
て

お
く
必
要
が
あ
る
。
輸
出
企
業
の
業
績
へ
の
影

響
が
長
引
く
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
が
、
新
工
場

の
稼
働
に
は
少
な
く
と
も
３
～
４
年
は
か
か
る

た
め
、
当
面
は
米
国
へ
の
投
資
増
に
よ
り
米
国

内
で
の
生
産
増
強
で
対
応
す
る
し
か
な
い
だ
ろ

う
。
現
状
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
で
の
最
適
な

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
で
凌
ぎ
つ
つ
、
来
年
秋
の
中

間
選
挙
に
向
け
て
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
後
を
見
据

え
た
中
長
期
の
輸
出
戦
略
を
探
る
こ
と
に
な

る
。

Profile
1968 年青森県生まれ。91 年一橋大学経済学部卒業。02 年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91 年野村證券。93 年東海総合研究所（現
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング）。15 年 4 月中京大学経済学部客員教授、学校法人梅村学園評議員、19 年 1 月同理事。ニュース番組などの
コメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋市、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

ト
ラ
ン
プ
関
税
の
衝
撃

ト
ラ
ン
プ
関
税
の
衝
撃

中
京
大
学

中
京
大
学  

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田
内
田  

俊
宏
俊
宏
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景況天気図

愛知県の景況の推移（前年同月比）

全国の景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
①紙・紙加工品（紙器・段ボール）：これまで好調であった土産
物向けに天井感が出てきた。加えて食品などの生活必需品の価
格が相当高くなってきたことから節約志向となり、テイクアウ
ト向けや日用品、業務用向けもパッとしない。
②化学・ゴム（高圧ガス）：荷動きに大きな変動は無いが、原油
価格の上昇が止まらず、輸送費等物流経費の増加が収益を圧迫
しつつある。輸送機器の関係先を中心とした出荷は安定してい
るが、増益にはつながっていない。
③輸送機器（輸送機器）：パート、アルバイト等の人件費の高騰
が収益状況に影響する中、併せて原材料費、運送費のコスト上
昇もあり業界の景況は良くない。
【非製造業】
①サービス業（地質試験）：２月の単月受注は前年度同期比で
70%、完成額の方も 60% とかなり下回った。累計で見ても、受
注が前年度比 90%、完成が 93% と低調である。共同購買は、
103% と前年度を若干上回っているが、業界の業況は、第４四半
期に入って、引き続き上向き加減から平行線にあると推察され
る。
②建設業（管工事）：引き合い、受注とも変わらない状況が続い
ている。一方で、人材不足が続いており、新年度に向けた人員
確保に苦慮している組合員も散見される状況である。
③運輸業（一般貨物）：労働基準が改正された影響として、繁忙
期の拘束時間及び時間外労働への対応が必要である。そのため、
走行距離を減らして時間を短縮し、輸送の前後でかかっている
待機時間や荷役時間を減らすなどの対応が求められている。

【製造業】
①紙・紙加工品（岐阜県・紙加工品）：前月に引き続き、景況感
は非常に悪く、厳しい経営状況となっている。米国トランプ大
統領就任後、円高株安が進み、不安定要素が拡大し、個人消費
に影響を及ぼすのではないかと心配である。
②化学・ゴム（島根県・プラスチック製品）：受注状況について
は若干ではあるが復調傾向にあり、昨年比 102％と微増。客先
からの情報として、春以降（５～６月）からはある程度、戻る
のではといった意見もある。
③輸送機器（長崎県・輸送機器）：造機関係（機械・ボイラー・
タービン）は、新規工事タービン関係の作成工事の受注があり、
年内の工事量を確保している。またアフターサービスなど出張
で行い、先月予定より多少工事量が増えている。
【非製造業】
①サービス業（群馬県・建築設計）：建設費の高騰により、予算
内に収まらず、設計の見直しや減額対応が増加。資材・労務費
の上昇を要因とする業務への影響や建設事業の延期・中止につ
いても懸念。
②建設業（鹿児島県・管工事業）：本県の景気は緩やかに回復し
ているとの判断だが、収益が悪化している事業所も多く景気回
復はあまり感じられない。今後も住宅建設は低調に推移すると
思われることから引き続き厳しい状況が続くものと予想される。
③運輸業（北海道・一般貨物自動車）：２月は荒天のためフェリー
が欠航し、十勝地区の大雪のため輸送が滞った。運賃は上がっ
ているため売上は増加しているが、燃料等の高騰により収支は
厳しい。全般的にモノの動きは良くない。

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10＜DI＜＋10

やや悪化
−30＜DI≦−10

悪　化
DI≦−30

この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の景
況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2025年 2月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例



中央会あいち　2025年 4月　 6

特集　協同組合の税制～確定申告の前に再チェック～

　今年も総会のピークがやってきました。総会は原則的に決算日から２ヶ月以内に開催しなければなりません。

３月末が決算日であれば総会は５月中に開催する必要があります。最近は決算日を３月末以外にされている組

合が増えてきましたが、それでも３月末が決算日であるという組合は多くあります。総会において決算が承認

され、その後、税務署等への確定申告書の提出となります。今回は決算書を作成するにあたって押さえておく

べき組合特有の税務を見ていきます。

① 事業利用分量配当の損金算入

　組合員との取引において、組合に利益が残った場合、各組合員の事業利用分量に応じて配当を行うことを事

業利用分量配当といいます。配当という文言がありますが、法人税上は組合員への返金と認識されます。ま

た、法人税法上の返金なので、消費税法上も同様に取り扱われ、元々の取引が課税取引であれば対価の返還と

して納付すべき消費税額から控除されます。

　会計上は配当（利益処分）として処理されるので、申告書を作成する際に調整項目とする必要があります。

また、事業利用分量配当を行う際は、対象となる事業単独・組合員取引の利益を計算することができる、当期

の利用分に限られるといった制限があります。

② 賦課金の仮受処理

　組合が教育事業等及び指導事業に充てるために賦課した賦課金について、当該事業が翌事業年度に繰り越さ

れたために剰余が生じた場合、その剰余を翌事業年度に繰り越すことができます。剰余を翌事業年度に繰り越

すと、賦課金収入を仮受金として処理することとなり、当事業年度の益金の額を減らすことができます。

　なお、対象となる事業以外の賦課金については仮受処理できません。また、教育事業等及び指導事業に係る

費用を他の事業収入等でまかない、その結果剰余が発生した場合も仮受処理できません。

③ 教育情報費用繰越金戻入の益金不算入

　組合で利益が発生した場合、その 20 分の１以上を教育情報費用繰越金として積み立てて翌事業年度の教育

情報事業の費用に充当する必要があります。剰余金処分なので積み立てる際は費用とはなりません。積み立て

た教育情報費用繰越金は原則として、翌事業年度に取り崩す必要があります。取り崩した場合、会計上収益と

なりますが、税務上は益金とはならないので、申告書を作成する際に調整項目とする必要があります。

Profile
1981 年安城市生まれ。大学卒業後、金融機関勤務を経て 2008 年公認会計士試験合格。大手監査法人にて主に大手自動車メーカー系の上場企業の
監査を担当した後、現事務所へ移籍。2013 年公認会計士・税理士登録。「会社とともに歩み、成長をサポートする」を理念に活動する。年に一度
の車でのジオパーク巡りをライフワークとする。一昨年は鳥取、昨年は室戸岬、今年は・・・？

公認会計士・
税理士

渥美健吾の

渥美健吾税理士事務所
公認会計士・税理士・中小企業組合士
渥美　健吾

協同組合の税制協同組合の税制
～確定申告の前に再チェック～～確定申告の前に再チェック～
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インフォメーション

第 22 回「JAPAN YARN FAIR ～糸と尾州の総合展～」が開催されました！

「中小企業省力化投資補助金セミナー 2025 IN 愛知」を開催しました！

　３月５日、６日、一宮市いちい信金アリーナにて、第 22 回「JAPAN 
YARN FAIR ～糸と尾州の総合展～」が開催されました。このイベントは尾
州産地の織 ･ 編物の高付加価値化・差別化をより一層進めるために重要な

「YARN（糸）」に特化した商談会で、紡績メーカーや糸を取り扱う企業を
中心に 41 企業３団体１校が出展しました。愛知県撚糸工業組合もブース
出展し、世界のハイブランドが採用する尾州の生地を下支えする糸加工技
術を紹介しました。会場には全国から新素材を求める多くの関係者が来場
し、活発な商談が行われました。

　３月 11 日、名古屋市ナディアパークにて、「中小企業省力化投資補助
金セミナー 2025 IN 愛知」を開催し、320 名が出席しました。本年３月か
らオーダーメイド性のある多様な省力化投資が可能となる「一般型」の申
請が開始されたことから、セミナーではより活用しやすい制度となった本
補助金についてわかりやすく解説しました。セミナー終了後には個別相談
を行い、申請を検討している中小企業者より補助金の詳細や申請方法に
ついて具体的な質問が寄せられました。本補助金の詳細はＨＰ（https://
shoryokuka.smrj.go.jp/）をご参照ください。

組　合　名 組合員数（人） 業種・業態 住　　所
1 ケアリンクス協同組合 13 異業種混合 名古屋市東区
2 全国陶器瓦工業組合連合会 4 窯業・土石製造業 愛知県高浜市
3 日本メディカルケア協同組合 14 異業種混合 名古屋市名東区
4 ＴＳＵＮＡＧＵ協同組合 5 異業種混合 愛知県あま市
5 Ｉ・Ｐ・Ｔ協同組合 87 異業種混合 名古屋市中村区
6 リジャスト協同組合 8 異業種混合 愛知県知多市
7 ＣＴＦ協同組合 5 異業種混合 名古屋市南区
8 協同組合金剛サービス 17 機械金属製造業 愛知県豊田市
9 新世界協同組合 12 異業種混合 愛知県春日井市

10 アジア国際人材事業協同組合 52 異業種混合 名古屋市緑区
11 愛知水中ドローン事業協同組合 4 異業種混合 名古屋市港区
12 クオーレ桜協同組合 31 異業種混合 名古屋市中村区
13 コネクション協同組合 4 異業種混合 三重県四日市市
14 秋桜事業協同組合 4 異業種混合 豊田市
15 ＫＳＬ協同組合 4 紙・印刷、雑貨製造業 名古屋市中川区
16 ｔｅプラス東海協同組合 5 異業種混合 東海市
17 ＡＳＥＡＮ協同組合 4 異業種混合 名古屋市西区
18 ジェイブ協同組合 4 異業種混合 額田郡幸田町
19 はなぶさ協同組合 5 異業種混合 名古屋市中区
20 ＡＵＴ協同組合 7 異業種混合 愛知県豊橋市
21 オールジャパン協同組合 4 建設業 名古屋市南区
22 コラボレイト協同組合 4 異業種混合 名古屋市千種区
23 東海フロンティア協同組合 4 異業種混合 愛知県一宮市
24 中部国際人材協同組合 6 異業種混合 愛知県知多市
25 中日本サイディング事業協同組合 21 異業種混合 名古屋市瑞穂区

令和6年度　加入会員紹介
（加入時情報・順不同）
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◎本会は、令和７年４月１日付で下記の通り、人事異動を行いました。
令和７年度 事務局業務分担表

総
　
　
務
　
　
部

役 職・氏 名 担 当 地 区 事　業　・　業　務 諸会・関連団体

管
理
担
当

主任
　森井進也
書記
　服部結名

役員組合（除：東三
河地区）、名古屋市
東区・守山区、尾
張旭市の区域

・総会、理事会・監事会、正副会長会の開催業務
・振興事業（愛知県大会、全国大会、新年祝賀会）
・ 表彰福祉事業（表彰（記念式典、協力表彰）、年末・

年度末懇親会）
・対策研究事業（指導体制整備研究会・全体会議）
・東海北陸ブロック会長会議
・販路開拓支援事業（総括）

東海北陸ブロック会長会
県大会実行委員会
県大会決議実現促進委員会
役員改選準備委員会

経
理
担
当

主事
　中瀬拓真
書記補
兼共済担当補
　加藤未帆
部付
　派遣

役員組合（除：東三
河地区）、名古屋市
中村区・北区の区
域

・予算・決算、経理等の業務
・補助金等申請業務
・事業事務諸事業、分室運営事業
・就業規則・諸規程整備
・組合実務指導事業（中小企業組合士検定事務）
・指導研究事業

愛知県中小企業組合士会
あいち異業種交流ネット
ワーク

共
済
担
当

共済推進員
　上瀧奈緒子 　　　

・共済事業全般 
・会員名簿の作成
・東海北陸ブロック共済会議

有限会社愛知ビジネス
サービス

振
　
　
興
　
　
部

役 職・氏 名 担 当 地 区 事　業　・　業　務 諸会・関連団体

主幹
　神谷典宏
主任
　榊原万輝
主事
　山本勇也
主事
　佐藤伸乃介

名古屋市中区（A ～
Ｊ・M ～Ｑ）・熱
田区・中川区・瑞
穂区・緑区・天白
区・港区、瀬戸市、
春日井市、清須市、
北名古屋市、岩倉
市、稲沢市、日進
市、愛知郡、津島
市、愛西市、弥富
市、あま市、海部
郡、大府市、半田
市、常滑市、東海市、
知多市、知多郡の
区域

・ 地域産業実態調査事業（中小企業労働事情実態
調査）

・ 外国人技能実習制度適正化指導事業（総括・セ
ミナー）

・中小企業組合等課題対応支援事業（全中）（総括）
・組合等課題対応支援事業（県）（総括）
・官公需適格組合証明全般（総括）
・組合実務指導事業（制度施策等セミナー )
・中小企業関連施策等講習会（テーマ別）
・小企業者組織化指導事業全般
・設立指導
・設立解散状況報告
・新設組合等運営適正化支援事業
・事業継続支援事業（総括・セミナー等）
・レディース中央会全国フォーラム

あいち女性中央会
愛知県官公需適格組合
協議会
愛知実業協会

情
　
報
　
調
　
査
　
部

役 職・氏 名 担 当 地 区 事　業　・　業　務 諸会・関連団体

主幹　
　菊本智恵
主任主査
　中水　大
主任
　仲美智子
主任
　吉村詩織
主事
　沖　隼介
業務支援員
　榊原章光

名古屋市中区（Ｋ～
Ｌ・Ｓ～Ｚ・Ｒ）・
昭和区・千種区・
西区・南区・名東
区、一宮市、犬山
市、江南市、小牧
市、豊明市、長久
手市、西春日井郡、
丹羽郡の区域

・対策研究事業（専門委員会の開催（総括） ）
・指導研究事業（青年部交流会）
・組合等情報提供事業（中小企業情報連絡員設置）
・中小企業景況調査事業
・調査建議事業
・中小企業等人材養成事業
・「中央会あいち」の発刊
・組合ネットワーク運営事業
・中小企業デジタル化支援事業
・メルマガの発行
・資料収集加工事業
・対策研究事業（システム運用管理委員会）
・人材確保支援事業
・脱炭素経営支援事業

愛知県中小企業青年中
央会
愛知県中小企業情報研
究会
協同組合アイ 

三
　
河
　
分
　
室

役 職・氏 名 担 当 地 区 事　業　・　業　務 諸会・関連団体

主事
　鈴木玉美

豊橋市、豊川市、
蒲郡市、新城市、
田原市、北設楽郡
の区域

・組合監査指導事業（総括）
・個別専門指導事業
・組織化等支援アドバイザー事業
・設立指導
・ 次世代育成支援対策推進センター指定による業務

（総括）
・事業承継ネットワーク構築事業（総括）
・その他区内において実施する事業

　　　

中
小
企
業
支
援
部

役 職・氏 名 担 当 地 区 事　業　・　業　務 諸会・関連団体

主任　小川純平
主事　國枝将治
主事　藤山拓也
部付　派遣

岡崎市、額田郡、
安城市、みよし市、
西尾市、碧南市、
高浜市、豊田市、
刈谷市、知立市の
区域

・ものづくり補助金事業業務全般
・省力化補助金事業業務全般
・諸制度改正対応専門家派遣事業
・事業環境変化対応型支援事業
・認定支援機関に係る業務
・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業
・価格転嫁支援事業（新規）

　　　

支
援
室

中
小
企
業

役 職・氏 名 事　業　・　業　務

室長
　木村秀男　他 ・ものづくり補助金

力
化
支
援
室

中
小
企
業
省

役 職・氏 名 事　業　・　業　務

室長
　吉田英生　他 ・中小企業省力化投資補助金

令和７年４月 1 日
愛知県中小企業団体中央会

※１ 中区（製造業、化学製品、医薬品、化粧品、身辺雑貨等以外の卸・小売業、専門店、商店街、地域商業、寄合百貨、小売市場）
※２  中区（化学製品、医薬品、化粧品、身辺雑貨等の卸・小売業、異業種混合、鉱業、建設業、運送・水運、倉庫業、サービス業、不動産、金融、保険、

医療業、企業組合、信用組合、火災共済協同組合、賛助会員）

令和7年度　中央会事務局組織のお知らせ
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名古屋支店・熱田支店　〒460-0003 名古屋市中区錦3-23-18 TEL 052-951-7581
豊　　橋　　支　　店　〒440-0897 豊橋市松葉町3-71-2 TEL 0532-52-0221

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：情報調査部　TEL : 052－485－6811

社会貢献･女の子　A5ヨコ（H148.5mm×W210mm） 1C
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